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１.事業の位置付け

 石炭は埋蔵量が豊富で広範な地域に賦存し経済性に優れていること
から、我が国においては、石油ショック以来石油代替エネルギーの重
要な柱のひとつとして石炭が位置付けられ、その導入が図られてきた。
また、我が国の１次エネルギーに占める石炭比率は２０％であり、石炭
は今後とも重要なエネルギー源とされている。

 しかし、石炭は単位発熱量当たりの二酸化炭素排出量が他のエネル
ギー資源より多い等、環境負荷が高く、近年の地球環境問題への高ま
りから、石炭の有する課題(地球温暖化、酸性雨、取扱いの困難さ、石
炭灰処理)の克服が必要不可欠となっている。

 この様な状況の下、環境負荷の一層の低減を図るため、高効率燃焼
技術、転換技術等、クリーン・コール・テクノロジー(CCT)の開発の推進
を図ることは必要な措置である。また、CCTに関連する開発可能性調
査の実施及び基礎的情報を収集し、民間企業等へ提供することにより
技術開発のリスクを低減させ、CCTの実用化につなげていく必要があ
ることからも当該事業の実施は必要である。
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１.事業の位置付け

 石炭は、石炭火力発電を中心に、今後とも世界的に需要が拡大し、世界の一次エ
ネルギーに占める割合が高くなると見込まれているが、一方、石炭利用に伴い発
生するＣＯ２やＳＯＸ、ＮＯＸの削減等、地球環境への対応が課題であり、今後のエネ
ルギー需給の安定化のためにも、より高度なクリーン・コール・テクノロジー（ＣＣＴ）
の開発が求められている。

 ＣＯ２対策としては、石炭火力発電技術の高効率化及びＣＯ２回収・貯留技術（ＣＣ
Ｓ）の導入が有効な手段として期待されており、その組み合わせによる大規模実証
プロジェクトも、欧州、米国、豪州、中国などで既に計画されているなか、我が国に
おいても今後ＣＣＳを含むＣＣＴ技術の実用化に向けた取組が求められている。高
効率石炭火力発電技術とＣＣＳの導入にともなう市場規模については、２０２０年に
ＣＣＳ付のＩＧＣＣが７，０００億円程度、このうちＣＣＳ設備費の占める割合は１５％
前後の約１，０００億円と試算される。その後、燃料電池の開発の進展に伴い、ＩＧＣ
ＣがＩＧＦＣに置き換わるものと仮定すると、２０５０年には５兆円程度、また燃料電池
の占める割合はこのうちの１０％前後の約６，０００億円と試算される。

 これらの技術開発の推進には、事前の実用化や適用可能性調査により、経済性や
社会受容性の妥当性を評価し、技術開発項目及び開発計画等の検討を行ことが
求められている。

 本事業は、より高度のＣＣＴ技術の開発に先立ち、開発する技術について具体的な
試設計の実施、想定価格の設定、市場性、社会受容性、技術開発項目、開発計画
等の検討を行うものである。
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無煙炭＋瀝青炭 4,101億トン (46%)

亜瀝青炭 2,764億トン (31%)

褐炭 2,050億トン (23%)

ヨーロッパ
2,737億トン

中央アジア、東アジア
2,179億トン

北アメリカ
2,451億トン

南アメリカ
146億トン

アフリカ、中東
329億トン

東南アジア、
オセアニア
1,072億トン
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炭
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＋瀝青
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炭…

全世界採掘可能埋蔵量 : 8,915億トン

出典 : WEC 2013 Survey of Energy Resources

褐炭 亜瀝青炭

無煙炭+瀝青炭

世界の石炭採掘可能埋蔵量
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２０４０年までの世界の石炭需要見通し

27% 24%
46%

37%

 石炭は、石油や天然ガスなど他のエネルギー源に比べて、地域偏在性が低く、かつ、安価で比較的

価格も安定。

 エネルギー需要全体の伸びに併せて拡大の見通しであり、今後とも重要なエネルギー源として期待

されている。

Mtoe

World primary energy demand by source

出典: World Energy Outlook 2002, 2004, 2007–2012, 2014

World power generation by source

Mtoe

4



米・財務省基準：500 g-CO2/kWh

EIB（欧州投資銀行）： 550 g-CO2/kWh
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（日本平均）
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出典：電力中央研究所（2009）、各研究事業の開発目標をもとに推計。：海外については、CO
2

Emissions Fuel 

Combustion 2012

 効率のよい超超臨界石炭火力発電においても、LNG火力発電に比べおよそ2倍のCO2を排
出。

 石炭火力最も発電の利用にあたっては、更なる効率の向上とCO2の貯留・利用が必要。

発電時におけるＣＯ２発生量の比較

CCSで
削減

CCS付
石炭火力
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億ton/年

原子力発電

再生可能エネルギー

燃料転換

発電効率向上
と燃料転換

省エネルギー

省エネルギー 38%

燃料転換 9％

発電効率向上と燃料転換 2％

CCS 14%

再生可能エネルギー 30%

原子力発電 7%

600

400

200

6℃上昇
500億トン

2℃上昇
150億トン

１
４％

 炭酸ガス発生抑制を行わない場合には2050年に500億トンに年間CO
2
発生量は増加し世界

の平均気温は約6℃増加する。

 IEAのモデルでは平均気温の上昇を2℃に抑えるために年間CO
2
発生量を約150億トンに削

減する必要があり、CCSはこのCO2削減量の１４％を担うとされている。

出展：GCCSI Global Status of CCS 

2014

CCSの導入見通し
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CCSの課題

 現状はCO2が売れるCO2/EORが主に実施されている
 CCSは帯水層貯留の場合コスト増加のみで事業の経済性が無く、政策的措置がとられ

た場合にのみ実現される。
 CO2/EOR以外の帯水層貯留は、長期間のCO2貯留のため、PA（社会的受容性）に十分

留意して、地域住民のコンセンサスを得て進める必要がある。

 分離・回収は既存技術の組合せで現状でも実現可能な技術であるが、コスト負担低減
が課題

 貯留技術は数百万トン/年の大規模貯留時の貯留CO2貯留範囲予測の高精度化とサイ
ト閉鎖後の低コスト、継続的CO2挙動監視技術の開発が必要

CCSの概要（帯水層貯留） CO2/EORの概要（枯渇油田の再生）

政策課題

技術課題
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低品位炭の利用
（安定供給）

低品位炭利用促進事業
（低品位炭利用拡大の技術開発と事業化支援）

石炭火力の
低炭素化

クリーン・コール・テクノロジー実用化可能性調査

CCS対応高効率システム開発

ゼロエミッション石炭火力トータルシステム調査研究

ゼロエミッション石炭火力基盤技術開発

CO2回収型次世代IGCC技術開発

ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト

クリーン・コール・テクノロジー推進事業

etc

１.事業の位置付け
NEDOにおけるCCTの取組み

次世代ガス化システム技術開発

高効率化技術
／

CO2分離・回
収技術

CO2分離回収システム最適化調査

燃料電池向け石炭ガスクリーンアップ技術要素研究

国内外の石炭利用分野の技術動向等の調査
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１.事業の位置付け
事業の目標

 クリーン・コール・テクノロジー推進事業の目標
石炭利用技術分野において、CO2排出低減、環境負荷低減、国際競争力の

強化を図るために必要となる基礎的情報や最新情報の収集・解析、及び将来
におけるCCTの導入可能性について関連技術の適応性、課題等の調査を行
う。
また、海外(特に、中国や東南アジア諸国)との技術協力を通して、我が国の優
れたCCTの導入に向けた取組を行う。

事業 年度
H24
2012

H25
2013

H26
2014

H27
2015

(1)海外CO2対策技術、CCSプロジェクト
に係る情報収集・意見交換
(2)CCT開発等先導調査及びその他の
CCT推進事業
(3)IAE各種協定に基づく技術情報交換
(4)GCCSI協定に基づく技術情報交換
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１.事業の位置付け
事業の目標

事業 年度
H24
2012

H25
2013

H26
2014

H27～
2015～

CO2分離回収システム最適化
調査研究

OCG第2段
階反映

燃料電池向け石炭ガスクリー
ンナップ技術適用性調査

 クリーン・コール・テクノロジー実用化可能性調査の目標
（１） CO2分離回収システム最適化調査研究

CO2 分離回収システムのケーススタディ結果を踏まえて、最適なCO2分離回収と
なるＩＧＣＣシステムの概念設計・試設計を行い、エネルギー効率及びCO2分離回
収コストを把握する。

（２）燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術適用性調査

燃料電池の長期安定稼働実現に向け、石炭ガス化ガス中の微量成分（被毒成
分）を高度に除去する技術と燃料電池側の要件を調査し、燃料電池用クリーン
ナップ装置の概略仕様を決定する。

IGFC向け石炭ガス化ガスクリーンナップ

燃料電池向け石炭ガス化ガスクリーンナップ
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２．事業概要
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対象事業一覧

(1)クリーン・コール・テクノロジー推進事業
(a)クリーン・コール・テクノロジー調査事業
①モンゴルにおける乾留ブリケット製造事業に係る合理化検討
②IGFC向け石炭ガス化ガスのクリーンアップ要素研究
③低品位炭利用促進事業に関する検討
④未利用炭調査とビジネスモデルに関する検討
⑤エネルギー需給における石炭の役割と今後のCCT技術開発のあり方に
関する検討
⑥CO2分離回収技術の検討
⑦石炭火力発電所での低品位炭及びバイオマス燃焼混焼の経済性検討

⑧日本の石炭火力発電技術の競争力強化の検討
(b)国際会議調査事業
①IAE Clean Coal Center
②Global CCS Institute調査事業

(2)クリーン・コール・テクノロジー事業化可能性調査
①石炭ガス化複合発電におけるCO2分離回収システム最適化に関する検討
②燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術適用性調査
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(a)クリーン・コール・テクノロジー調査事業

（1）クリーン・コール・テクノロジー推進事業
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(1)-(a)①モンゴルにおける乾留ブリケット製造事業
に係る合理化検討

モンゴルでは都市部への人口集中により、ゲル地域の低品位炭の直接燃

焼に起因する大気汚染、それに伴う呼吸器疾患など健康被害の拡大が深

刻な問題となっている。

■ モンゴル政府は、かかる大気汚染の発生を抑制させる為、各種支援策
・関連法規を整備し、様々な解決策を模索している。

■ 数ある解決策の中でも乾留ブリケットの製造・普及は環境改善への即
効性が見込まれ、モンゴル政府も補助金を出して促進している。

■ 日本政府は様々な施策を通じ、モンゴル政府の取組を支援している。

■ 本FS事業は日本政府の施策に則り、多くの機関や企業と協力しながら
乾留ブリケットの製造・普及を促進するものである。

講じられている対策

背景
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(1)-(a)①モンゴルにおける乾留ブリケット製造事業
概要

・概念設計・建設費試算
・製造工程の最適化検討

・統括業務・経済性検討

・現地情報・製品評価

モンゴル産褐炭 褐炭乾燥試験 乾留試験 乾留炭混練試験

バインダー
(モンゴル産粘土他)

乾留炭成型試験製品評価
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バガヌール炭を用いて乾燥、乾留、成形の試験を実施することにより、最適
な乾留ブリケット製造プロセスを作成した。

試験結果を基にしたスケールアップ設計をすることにより、商業規模プラント
の機器リスト、レイアウト図、イニシャルコスト、ランニングコストを作成した。

現地調査を実施しプラント最適地の検証をした結果、バガヌール炭鉱近郊
をプラント建設候補地として設定した。

算出した商業プラントのイニシャルコストとランニングコストを基に経済性検
討を実施した。

⇒現状収益性は必ずしも高くないことが判明したが、一方で経済性向上の
ための方策もつかむことが出来た。

(1)-(a)①モンゴルにおける乾留ブリケット製造事
業概要(成果)

※本件、海外実証事業に移行。
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（１）燃料電池（SOFC）の被毒成分の把握

（２）石炭ガス化ガスに含まれる被毒成分の把握

（３）被毒成分除去技術（燃料電池用ガス精製）の検討

(1)-(a)②IGFC向け石炭ガス化ガスのクリーンアップ要素
研究事業概要
(課題）

 IGFC実現に向けては、石炭ガス化ガスに含まれる燃料電池の被毒成分を如何に低減・除去す
るが重要な課題と考えられる。

　　　

電
解
質

空
気
極

燃
料
極

湿式ガス精製ガス化炉 燃料電池（SOFC)石　炭

燃料電池の被毒成分の把握
被毒耐性の把握

燃料電池用ガス精製

被毒成分除去技術の検討

石炭ガス化ガス中の
微量成分の把握

(2)石炭ガス化ガスにはどんな
被毒成分が存在するのか？

(3)被毒成分を除去する
技術はあるのか？

(1)SOFCを被毒する物質は
何か？許容濃度は？

本研究の目的
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74

W
タングステン

75

Re
レニウム

76

Os
オスミウム

77

Ir
イリジウム

78

Pt
白金

79

Au
金

80

Hg
水銀

81

TI
タリウム

82

Pb
鉛

83

Bi
ビスマス

85

At
アスタチン

84

Po
ポロニウム

86

Rn
ラドン

87

Fr
フランシウム

７ A
アクチノイド

88

Ra
ラジウム

104

Rf
ﾗｻﾞﾌｫｼﾞｳﾑ

105

Db
ドブニウム

106

Sg
ｼｰﾎﾞﾙｷﾞｳﾑ

107

Bh
ボーリウム

108

Hs
ハッシウム

109

Mt
ﾏｲﾄﾈﾘｳﾑ

110

Ds
ﾀ-ﾑｽﾀﾁｳﾑ

111

Rg
ﾚﾝﾄｹﾞﾆｳﾑ

112

Cn
ｺﾍﾟﾙﾆｼｳﾑ

113 114

　
　

115

　
　

117

　
　

116
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L
ランタノイド

57

La
ランタン

58

Ce
セリウム

59

Pr
プラセオジム

60

Nd
ネオジム

61

Pm
プロメチウム

62

Sm
サマリウム

63

Eu
ユーロビウム

64

Gd
ガドリニウム

65

Tb
テルビウム

66

Dy
ｼﾞｽﾌﾟﾛｼﾞｳﾑ

67

Ho
ホルミウム

68

Er
エルビウム

69

Tm
ツリウム

71

Lu
ルテチウム

70

Yb
ｲｯﾃﾘﾋﾞｳﾑ

A
アクチノイド

89

Ac
アクチニウム

90

Th
トリウム

91

Pa
ﾌﾟﾛﾄｱｸﾁﾆｳﾑ

92

U
ウラン

93

Nb
ネプツニウム

94

Pu
プルトニウム

95

Am
アメリシウム

96

Cm
キュリウム

97

Bk
パークリウム

98

Cf
ｶﾘﾎﾙﾆｳﾑ

99

Es
ｱｲﾝｽﾀﾆｳﾑ

100

Fm
フェルミウム

101

Md
ﾒﾝﾃﾚﾋﾞｳﾑ

104

Lr
ﾛｰﾚﾝｼｳﾑ

102

No
ノーベリウム

典型
元素

遷移
元素

金属
非
金属

SOFCの被毒元素として
報告のあるもの

 SOFC被毒物質を元素で整理すると、S, B, P, Cl, As, Se, Cd, Sb, Si（9元素）が被毒成分として報告されている。
⇒ 本調査の測定対象

 また、発電性能を長期に渡って維持するための許容濃度は数ppb～数ppmレベルになると推定されている。

(1)-(a)②IGFC向け石炭ガス化ガスのクリーンアップ要素
研究事業概要（SOFC被毒成分）
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①
▼

⑤
▼

④
▼

③
▼

②
▼

ガ
ス
化
炉

フ
ィ
ル
タ

第
一
水
洗
塔

C
O

S

転
化
器

第
二
水
洗
塔

シ
フ
ト
反
応
器

C
O

2

吸
収
塔

脱
硫
塔

シ
フ
ト
反
応
器

C
O

2

吸
収
塔

精
密
脱
硫
器

燃
焼
炉

煙
　
　
突

CO2分離回収設備（化学吸収）

ガス精製設備

CO2分離回収設備（物理吸収）

脱
硫
塔

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

G
G

H

S

Cl

As

Si

B

数10ppm

数100ppb

数10ppb

< 1ppb

< 1ppb

数100ppb

数100ppb

数10ppb

数ppb

S

Cl

Si

B

数10ppb

数100ppb

数10ppb

数ppb

S

Cl

Si

B

数100ppm

< 1ppb

数100ppb

数100ppb

数ppb

< 1ppb

< 1ppb

< 1ppb

< 1ppb

S

P

Cl

Se

As

Cd

Sb

Si

B

数10ppb

数100ppb

数10ppb

S

Cl

Si

(1)-(a)②IGFC向け石炭ガス化ガスのクリーンアップ要素
研究事業概要（ガス分析、配管内調査）

 ガス分析の結果、燃料電池の燃料としてガスを供給する可能性のある精製ガス（②、③、⑤）に
も、硫黄、塩素、ケイ素、ホウ素が微量に含有していることを確認した。

 EAGLE配管内面の付着物を調査したところ、硫黄やケイ素などの被毒成分が含まれて
いることを確認した。

 吸収液、減圧方法の検討を行い、EAGLEの5ヶ
所（図中▼①～⑤）においてガスを採取し、被
毒成分の定量分析を行った。

 下記14か所（図中▲①～⑭）の配管を抜管し内
面の付着物について調査を行った。
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 ガス分析方法評価検討を行い得られた成果を用い、多目的石炭ガス製
造技術開発(ＥＡＧＬＥ)パイロット試験設備で生成される実際の石炭ガス

化設備後段のガス精製設備下流の精製ガスやＣＯ２分離回収後の水素
リッチガス中の微量成分の測定、配管内面の付着物について調査した
結果、ＳＯＦＣ被毒成分が複数あることが分かった。

 本研究成果は、燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術適用性に反
映し、現在燃料電池向け石炭ガスクリーンアップ技術要素研究に活用さ
れている。

(1)-(a)②IGFC向け石炭ガス化ガスのクリーンアップ要素
研究事業概要（成果）

20
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(1)-(a)③低品位炭利用促進事業に関する検討事業概要

• 調査アプローチとキー・ファインディングス

– CCTを体系整理し、技術の市場規模をまとた。過去の国プロを振り返り、改善点を把握。
次世代の国プロを成功させるためのポイントを提言。

– 支援対象の再定義、客観的なコスト目標の設定、ユーザーを含む体制がポイント。

0

あるべき
国プロの
支援対象

あるべき
コスト目標
設定

あるべき体制
チェックリスト

整備

過去プロの
改善点を
明確化

産炭国の
技術ニーズ

技術の整理

技術 R&Dマネジメント

各技術の
市場規模

 支援対象が技
術寄り過ぎ

 目標コスト設
定の精度向上

 体制に改善余
地あり

 技術実証に加
え、商用一号
機の支援すべ
き

 Stage gate

方式で対象を
絞り、商用化
が近いものを
厳選

 メーカーが自
分で目標設定
をする体制は
要改善

 第三者が目標
設定すべき

 プロジェクト終
了時に達成状
況をチェック

 メーカー単独
でなく、ユー
ザーを入れ、
ユーザーが欲
しいスペック
にする

 市場調査を徹
底的に行える
予算措置

JCOAL JCOAL/MRI MRI

調
査
ス
テ
ッ
プ

ポ
イ
ン
ト

 躓きやすいポ
イントを明確
化

 市場の特性に
併せ、コスト
目標、求める
体制をNEDO
側でも審査で
きるのが理想

 前処理（選
炭、乾燥、改
質）、流体化、
燃焼、ガス
化、液化等に
分類

 開発企業・状
況、技術的成
熟度、特徴・
課題を整理

 10の技術につ
いて、主要産
炭国のニーズ
を整理

 9の技術開発
テーマを選定

 燃焼技術の市
場規模が大き
い

 次に市場規模
が大きいの
は、乾燥・改
質・ガス化・
コークス製造
など

21
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 過去のプロジェクトの経験を踏まえた提言

2 勝てるビジネスモデルを事前に考え抜く（バリューチェーンを事前に構築することが重要）

これまでは、技術実証試験の後から、売り先を見つけたり、ビジネスモデルを構築しはじめたケースが多々あっ
た。実現性の高いビジネスモデルがあることは、商業化の成功には不可欠であり、実証試験の前に、「勝てる」ビ
ジネスモデルを考え抜く機会を設けるべき。

1 事業評価にリソースを割く

本来は、メーカーのシーズ起点ではなく、市場ポテンシャル、技術の低コスト化の見通しなどを客観的に踏まえ
て、実証すべき技術を選ぶべき。事前に市場調査を徹底し、事業の評価を深める機会を設けるべき。

3 コストマネジメントツールの開発

コスト目標の設定が、商業化を阻んだ最大要因。従って、原炭価格、最終製品価格の動向や、インフラコストなど
周辺コストも含めた、コストマネジメントができるツールを開発し、NEDO側からもコストのマネジメントを強化すべ
き。

(1)-(a)③低品位炭利用促進事業に関する検討事業概要
（成果）
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(1)-(a)④未利用炭調査とビジネスモデルに関する検討
事業概要
 調査フローと主なアプローチ

– 本調査のフローと主なアプローチは以下のとおり。

– 平成24年度調査にて提言したスクリーニング手法が機能するか検証するため、平成25年度調査では
実際に事業を検討している案件に対し本スクリーニング手法を適用し、有効性の検証と改善点の検討
を行った。

① WG実施

ア
プ
ロ
ー
チ

調
査
の
ポ
イ
ン
ト

 ターゲットとす
る最終製品・
技術ごとにメー
カーを中心とす
るWGを組成

１：ビジネスモデルのケーススタディ

0
WG

の組成

ビジネスモデル
開発計画
の策定

各ビジネスモデ
ル開発計画の

評価

スクリーニング
マネジメント
手法の改善

結果の
フィードバック

市場構造
・コスト分析

まとめ市場・価格の
予想

1-1 1-2 2-1 2-2 2-3 3-1 3-2 4

２：製品の市場・コスト分析 ３：まとめ

②評価委員会 ③製品の市場・コスト分析 ④まとめ

 メーカー、ユー
ザー他から成
るWGを設置

 各WGで、ビジ

ネスモデル、開
発計画を策定

 マネジメント手
法を活用し、各
WGが提案し

たビジネスモデ
ル、開発計画
を評価

 実際の評価を
経て、マネジメ
ント手法を改善

 結果をメーカー
にフィードバッ
ク

 商用化の可能
性を高めるた
めのポイントを
提示

 1-1で選定した

最終製品につ
き、市場構造・
コスト構造・価
格形成のメカ
ニズムを分析

 各々の最終製
品につき、価
格目標値を設
定

 「勝てる」実証
試験のテーマ・
計画を決め、
それらの市場
規模、コスト目
標を定量的に
定める

JCOAL MRI / JCOAL MRI MRI/JCOAL
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 WG組成から評価委員会による案件評価までの流れ

– 低品位炭を活用した研究開発に興味がある企業を、調査団が関係企業に直接声掛けした他、ウェブサ
イトを通じ募り、20社以上が興味を示した。最終的に、メーカー、ユーザー、商社などから成る6つのWG

が組成された。

– 各WGにて低品位炭を活用した実証試験・ビジネスモデルの提案を取りまとめ、2014年2月以降、2回の
評価委員会で評価した。

1.

主なイベント

2.

進捗

12月3日 12月下旬 1月6日 1月中旬 2月7日 2月26日 3月中旬 3月下旬

個別WG開
催（1回目）

各WGに価
格指標提供

個別WG開
催（2回目）

評価結果の
フィードバッ
ク

December January February

第
一
回

合
同
委
員
会

第
二
回

合
同
委
員
会

第
三
回

委
員
会

March

22社
参加

WGを6つ
決定

6つの
ビジネス
モデル
提案

追加質問
・

回答受領
評価結果

(1)-(a)④未利用炭調査とビジネスモデルに関する検討
事業概要
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1.86 

1.71 

1.71 

1.50 

2.13 

1.86 

1.50 

2.11 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

最終製品コスト

ビジネスモデル・バリュー

チェーン

オフテーカー・ユーザー参

画

サイトの選定・インフラ

国の政策との整合性

商業化計画との整合性

ユーザー企業からの賛同

やる気

平均値

 WGの評価サマリー

– 各WGの評価結果の平均値は以下のとおり。

– 全般的に、最終製品コストの事務局提示コスト目標への未達、最終製品のユーザー企業を巻き込んで
いないケース、サイトのインフラ整備の具体的なスキームを構築していないケースがあり、これら項目で
点数差が開いた。

事務局指定コストを
達成したのは1WGのみ

サイトが未選定のWGや、
インフラ整備スキームが未定の
WGが複数あり、全般に低評価

ユーザー企業の巻き込みが
不十分なWGが複数あり

大抵、主幹事企業はやる気あり。
コンソの他企業や、ユーザー
企業との温度差が目立った

(1)-(a)④未利用炭調査とビジネスモデルに関する検討
事業概要(成果）
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 本評価手法そのものの評価、改善点は以下の通り

2 改善点１：目標コスト・技術的な性能等の技術的な実現可能性の検証の必要性

事務局が目標コストを提示した結果、技術的な実現可能性の根拠が不十分でも「目標コストが達成される」と提
案したWGがあった。提案されたコストや性能が、技術的に実現可能なのか検証する評価項目の追加が必要。

1 ビジネスモデルの評価手法としては適切

事務局が共通の原炭コスト、インフラコスト、最終製品価格目標を提示したことで、横並び比較が可能となったの
は大きな成果。技術的に実現可能なコストで目標が達成でき、バリューチェーンが組め、金融機関もOKならば事
業化の前提は揃うと考えて良い。

3 改善点２：ユーザー視点での競合技術との比較、EPC売り用の評価指標の必要性

本評価手法は、炭鉱からEPC運営までの垂直統合が前提。EPC売りには追加の評価指標が必要。特に、技術
の買い手の立場から見ると、バンカブルかだけでなく、競合技術よりも安く、優れているかもポイントに。

4 改善点３：商用化までの時間軸の違いは考慮すべき

WGの中には10年以上先の商用化を提案しているものもあった。そうした提案は具体的なバリューチェーン構築
が間に合っておらず、本評価手法では低評価になる傾向が強い。本評価手法を適用するプロジェクトは、実証試
験後に速やかに商用化できるものに限定すべき。

(1)-(a)④未利用炭調査とビジネスモデルに関する検討事
業概要(成果）
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背 景

１．我が国における石炭の位置付け
石炭は我が国において重要な基幹エネルギーの地位を占めており、その輸入量も増加
傾向にあることから、その重要性はますます高まっている。
我が国の一次エネルギー総供給量に占める石炭の割合 21.0%（2009年度）(*1)

発電量に占める石炭火力の割合 25%（2011年度）(*1)

２．海外における石炭利用技術ロードマップの例
 IEAもCO2削減への取組の中で、石炭の高効率利用の重要性を認識しており、2012
年12月にHigh Efficiency, Low Emissions Coal Technology Roadmapが作成された。
(*2)

 豪州も褐炭の有効利用を目的としたロードマップの作成を計画し着手(*3)

３．本調査の目的
NEDOでは、平成18年に、「日本のクリーン・コール・テクノロジー」を作成したが、種々
環境変化や技術開発の進捗を考慮に入れ見直しを行う必要が生じている。そこで、石
炭利用技術分野の技術を把握し取りまとめることを目的として本調査を実施する。

• (*1) 2012年版 エネルギー白書2012
• (*2) 2012年12月 IEA Technology Roadmap: High-Efficiency, Low-Emissions Coal-F

ired Power Generation
• (*3) 2011年6月21,22日にVictorian Brown Coal Roadmap Stakeholder Workshopを
開催（於：Melbourne）

(1)-(a)⑤エネルギー需給における石炭の役割と今後のCCT
技術開発のあり方に関する検討
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(1)-(a)⑤エネルギー需給における石炭の役割と今後のCCT
技術開発のあり方に関する検討事業概要

 一次エネルギー供給における石炭の役割

 石炭利用技術分野の技術ロードマップ

「日本のクリーンコール
テクノロジー」

新規技術の取込

H23年度「エネルギーを取り
巻く環境変化と今後のCCT
技術開発のあり方に関する
検討」の技術情報の取込

②-１. 石炭利用技術開発の状況調査

②-２.石炭利用開発技術の最新情
報への改訂
対象企業等への直接ヒアリングによ
る技術の現状及び今後の展開の把
握と整理
（全79技術、そのうち進行中41技術）

②－３. 有識者による委員会の開催
及び改訂結果の確認と見直し有識者による検討委員会の開催
と、ヒアリング結果の確認及び見直
し
（1月、3月の2回開催予定）

②－４. 公開用資
料原稿の作成

①－３. 石炭火力導入シナリオの検討

現実的な石炭導入シナリオ

・LNGと石炭火力の比率によ
るCO2排出量を試算

・原子力発電と新エネルギー
をパラメータとしたケースス
タディ

①－２. 一次エネルギー供給と電源
構成の推移の検討

一次エルネギー供給
と電源構成の推移

・原子力発電

・再生可能エネルギー

①－１. 石炭火力発電所等の現状調査

・電気事業用石炭火力発
電所新・増設計画
・既設発電所の運開時期
・CCS実証試験の動向

高効率石
炭火力の
見通し

28



 原発の復帰時期とその電力量をパラメータに、長期ビジョンに立った電力構成を
推測・解析した。その上で一次エネルギー供給における石炭火力の役割、高効
率石炭火力発電の導入シナリオを検討した。

 2020年に2005年比でCO2を3.8%削減することは（COP19、ワルシャワ、2013.11） 、
原子力発電の再稼働が100%のケース1でのみ達成可能である。ただし、産業別
のCO2削減目標を見直すことで違った結果も得られるため、この考察には注意が
必要である。

 2025年までは、本解析で想定した原子力発電の再稼働ケースによらず、石炭火
力の新設計画が少ないため、石油火力とLNG火力に頼らざるを得ない。言い換
えれば、2025年までは貿易赤字解消の手立ては見当たらない。

 2025年以降は、石炭火力発電の新たな導入シナリオとCCSの導入（ケース
2’(CCS)）を図ることで、約0.5兆円の燃料費削減が可能である。

(1)-(a)⑤エネルギー需給における石炭の役割と今後の
CCT技術開発のあり方に関する検討事業概要（成果）

 一次エネルギーにおける石炭の役割

29



 平成18年3月刊行「日本のクリーン・コール・テクノロジー」記述の技術は時間が経過し取り巻く環境
も大きく変化していることから、分類の見直しを行った。
利用分野

A_多目的石炭利用技術、B_高効率利用技術、C_CO2対策技術、D_排煙処理・ガスクリーニング技
術、E_石炭灰有効利用技術、F_エネルギーチェーン・システム

要素技術
01_石炭ガス化・水素化技術、02_石炭液化技術、03_熱分解技術、04_粉体化・流体化・共利用技
術、05_脱灰・改質技術、06_燃焼技術、07_製鉄技術、08_排煙処理・ガスクリーニング技術、09_石
炭灰有効利用技術、10_その他

 主な変化点
• 石炭直接液化技術、改質技術、燃焼関連では流動床関連の技術に完了技術が多い。
• 多目的利用の一部ガス化技術は、例えばHYCOL→EAGLE→大崎クールジェンのようにプロジェク

トが発展して高効率発電技術へと受け継がれている。
• 石炭液化BCLの灰化技術はフェロコークスに受け継がれており、要素技術の開発が生かされてい

る例である。
• 低品位炭を利用した石炭改質技術については現在インドネシア等でUBC,TIGAR,JCF、各種褐炭乾

燥などステージは異なるが、プロジェクトが進展している。
• CO2対策技術は燃焼関連を中心に研究開発が継続されており、今後のCO2分離回収の政策の進

展とともに実用化に向けて進展するものと考えられる。
• CO2以外の環境関連では既にNOx、SOx除去は実用化されているが、近年水俣条約の水銀が注目

されており、既に我が国技術は実用化段階である。

 石炭利用技術分野の技術ロードマップ

(1)-(a)⑤エネルギー需給における石炭の役割と今後のCCT
技術開発のあり方に関する検討事業概要（成果）
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 以下の３方式に大別される、石炭火力発電方式に適用されるCO2分離回収技術を調査する。

 調査した個別技術について下記フローにより、開発レベルの評価、課題・発電原価を検討し、CO2
排出量と発電原価を分析する。

CO2分離回

収技術の開
発状況調査

CO2回収技術の開発レベルの評価
発電原
価の検
討

実用化まで
の技術課
題検討

発電原
価の分
析

比較検討に
必要な評価
手法の検討

①ポストコンバッション

②プレコンバッション

③酸素燃焼他

発電設備 CO2分離回収設備排ガス

CO2

原料
排煙処理設備

（SOx, NOx, Dust）

石炭

発電設備

CO2
原料 ガス化設備

生成
ガス

ガス精製設備
シフト反応器

石炭

CO2分離回収設備

O2

発電設備 CO2回収設備排ガス

CO2

原料
排煙処理設備

（SOx, NOx, Dust）

石炭

(1)-(a)⑥CO2分離回収技術の検討事業概要
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(1)-(a)⑥CO2分離回収技術の検討事業概要（成果）

32

本調査は、化学吸収法や物理吸収法、膜法などのＣＯ２分離回収技
術の整理、各技術の特徴とＣＯ２回収エネルギーの比較、及び進捗
状況や実現可能性を調査した。また、ＮＧＣＣ、ＩＧＣＣ、微粉炭火力で
１，０００ＭＷ級発電所に適用した場合のＣＯ２回収後のｋＷｈ当たり
のＣＯ２発生量と発電コストの関係を求め、比較検討した。本結果は
ＣＣＳ技術開発の方向性検討に反映した。

・石炭ガス化複合発電におけるCO2分離回収システム最適化に関する検討
事業
・クリーン・コール・テクノロジーロードマップの検討
・革新的ＣＯ２分離回収技術に関する調査



 石炭火力発電所において、低品位炭およびバイオマス燃料の混焼率を向上するには、技術的およ

び経済的な課題をクリアする必要がある。

 本検討では、低品位炭及びバイオマス燃料の品質や需給環境を踏まえ、技術課題の抽出と対策検

討を実施し、低品位炭及びバイオマス混焼の追加対策コストを含めた経済性を試算する。

 混焼率向上のための技術課題の抽出と対策
 経済性試算

ミル特性

環境特性

灰処理特性

ハンドリング
特性石炭鉱山

バイオマス

自然発熱特性

（出典：バイオマスボイラー普及促進会HP）

灰付着特性

(1)-(a)⑦石炭火力発電所での低品位炭及びバイオマス
燃焼混焼の経済性検討事業概要
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(1)-(a)⑦石炭火力発電所での低品位炭及びバイオマス
燃焼混焼の経済性検討事業概要（成果）

34

本調査は、国内の石炭火力発電所において低品位炭導入に伴う、技
術課題や経済性を調査した。また、国内外のバイオマス調達に係る
経済性を調査し、バイオマス燃料の安定供給と石炭火力での混焼に
よる経済性メリットを明らかにした。低品位炭利用については、自然
発熱性、ミル制御、効率低下等の技術的課題はあるが、石炭市況レ
ベルの上昇と共に、発電コストメリットを享受できる。市況動向を見据
えた低品位炭利用の拡大が重要である。国内の木質バイオマスを大
量にかつ安定的に調達することは困難、現状北米西海岸からの供給
が有望視される。バイオマス燃料の混焼には、技術的にはミル性能
限界の考慮が必要があり、バイオマス燃料は高価で発電コストが上
昇するが、ＦＩＴ制度により、一定の経済性は担保される。

本調査は、現状の国内の石炭火力発電の利用推進、普及に資する
情報として整理し、今後の研究開発の方向性の検討に活用した。

・微粉炭火力発電の速やかな低炭素化実現に向けた調査



 我が国の石炭火力発電所は、高い発電効率を誇るなど技術的に優れているが、海

外製プラントと比較しコストが高く、国際的な競争力には改善の余地がある。そこで

本調査では、本邦メーカーの勝敗パターンを分析し、競争力強化のためにあるべき

ビジネスモデルを提案する。

 併せて、あるべきビジネスモデルを実現するにあたり、必要な技術開発要素を特定

し、技術的側面からも我が国の競争力強化を図る。

本邦重電
メーカーの
強みの特定

プラント受注
データベース

分析・
国内海外ヒアリ

ング

勝ちパターン・
負けパターン
の特定

勝ちの

ビジネスモデ
ルの構築

ビジネスモデル
の実現に向け
た課題と対策

新たなルールの
打ち込み・
健全な

市場の育成

高品質
O&Mの
サービス
化等

1-1 1-2 1-3 2-1 2-2 2-3 3

強みをさらに強くする
技術開発

競争のルールを変え
健全な市場を育成

１：競争力の分析 ３：技術開発

勝ちパターン・負けパターンの分析

２：ビジネスモデルの検討

勝つためのビジネス
モデルの構築

本邦重電メーカーの
強みの特定

(1)-(a)⑧日本の石炭火力発電技術の競争力強化の検討
事業概要
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 PQ（Pre-Qualification：事前資格審査）を継続的に厳格化しなければ いずれ負ける。

– PQの要求基準を変えなければ、いずれは中・韓勢が追いつく。日本勢が勝った案件でも、日
本勢は最安値入札ではなかった案件が多く、中・韓勢がPQを満たした場合、価格競争に持
ち込まれ負ける。

– 従って、今後も勝ち続けるためには、PQを継続的に厳格化する必要がある。PQ厳格化にあ
たっては、発電効率のみならず、O&M品質や、需給調整能力など、様々なユーザーに応える
べく、PQを複雑化することで、容易に追いつけないようにすべき。

PQでのBAT指定

1

ローカライズ
による値下げ

2

 粛々と値下げ努力はすべき

 ただし、中国・韓国勢は日本勢よ
り安値入札しており、価格競争
に持ち込まれると負ける

勝ちポイント

PQを継続的に厳格化すべき

 中・韓国勢もUSCを(自称)作れる

 現状、運転実績で排除している
が、キャッチアップは時間の問題

潜在的リスク 対処方針 提言

ただし
発電効率の向上だけが
ユーザーニーズではない

（AUSCやIGCC一本やりはだめ）

O&Mの高品質化や、
再エネ用の需給調整能力など
様々なユーザーニーズに応える

複雑なPQにしていくべき

(1)-(a)⑧日本の石炭火力発電技術の競争力強化の検討
事業概要（成果）

提言
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 石炭版LTSA（Long Term Service Agreement：長期保守契約）をPQに入れ込み 新たな勝ちポイ
ントにする

– 最終的には、LTSAをPQに入れ込み、中・韓勢の排除に使うことを目標とすべき。

– また、メンテナンス事業をパーツ売りからサービスに転換することで、高収益化も期待できる。

Step3Step2

PQへの打ち込み
（LTSA採用義務化）

有望国での実証
（ユーザーベネフィット

の証明）

Step1

まずはビジネスモデル
をしっかり構築

そのビジネスモデルの
実現のため、どのよう
なR&Dを行うべきか
要件定義

O&Mサービスの
ビジネスモデル構築

・
R&Dの要件定義

LTSAがユーザーにベ
ネフィットをもたらすこ
とを実証

相手国政府に成果を
アピールし、PQに入
れ込むよう働きかけ

LTSAをPQに入れる

実質的に、日本勢と
Alstom (GE)の競争と
して、中・韓勢を排除

LTSA事業化に向けたステップ アウトカム

PQの複雑化による
中・韓勢の排除

1

LTSAによる
メンテ事業の

さらなる高収益化
（売り切り型から

サービス型への転換）

2

提言

(1)-(a)⑧日本の石炭火力発電技術の競争力強化の検討
事業概要（成果）
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 LTSAの実現に向け順を追って技術開発を行いサービス・インする

– 当初はDCS（Digital Control System）データを遠隔で監視するサービスから開始し、「O&M支援システ
ム」、「石炭版LTSA」まで順序だって技術開発とサービスイン。最終的には石炭LTSAを実現する。

R
&

D
サ
ー
ビ
ス

メ
ニ
ュ
ー

サ
ー
ビ
ス

プ
ラ
イ
シ
ン
グ

石炭版LTSA
ビッグデータ分析型
O&M支援システム

DCSデータ分析

まず既存システムのデータ活用 LTSAによる差別化・高収益化サービス自体に価格を付ける

DCSの
既存データ分析で
何が分かるか

見極め

 故障を事前に把握できなくても、瞬時に
把握し、修理を早く行うという付加価値を
提供

 故障を予知し、メンテナンス計画やパー
ツストックの最適化を行う。

 故障原因を追究し運転改善アドバイス

 サービス自体に価格を付けて売る。

 ただし、パーツ売上が下がる可能性があ
り、全体としての収益性は要注意

 アドバイザリー契約はノウハウ移転が済
んだ時点で打ち切られやすい（持続性に
難あり）

 サービス自体に価格を付けて売る。

 普及速度の向上が主な付加価値であ
り、付けられる値段には限界あり。

遠隔モニタリング ＆
復旧速度の向上サービス

効率向上
サービス

(状態監視)

フォルトディテク
ションのために必
要なセンシング要

素の特定

 メンテナンスをサービスとして提供。

LTSA

 システム自体はタダで売る。LTSAと
パッケージ化し、メンテナンスをサービス
化することで、高収益化する。

 LTSAをPQに入れ込み、入札時の差別
化要素にする。

まず簡易なビジネスモデルで
サービス・イン

稼働率向上
サービス

(故障予知)

パーツ最適化
サービス

(故障予知・
アセットマネジ)

再エネ
対応型

OMサービス

センシング
技術開発と
ファンクション
の実証

開発したファンクションから
サービス・イン

LTSA

提供の
体制構築

LTSAの
サービス・イン

参考

(1)-(a)⑧日本の石炭火力発電技術の競争力強化の検討
事業概要（成果）
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(b)国際会議調査事業

(1)クリーン・コール・テクノロジー推進事業
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(1)-(b)①IAE Clean Coal Center調査事業

40

ＩＡＥ Ｃｌｅａｎ Ｃｏａｌ Ｃｅｎｔｅｒ調査事業（H24年度～H27年度）

ＩＡＥ Ｃｌｅａｎ Ｃｏａｌ Ｃｅｎｔｅｒ（ＩＡＥ／ＣＣＣ）では参加各国との
Implementing Agreement に基づき、ＣＣＴに関する技術情報調査

等を実施し、参加各国に情報提供している。現在の参加各国は、オースト
ラリア、オーストリア、ドイツ、イタリア、日本、南アフリカ、イギリス、アメリア
の８ヶ国と民間企業８社が会員として参加している。
ＮＥＤＯは、我が国の代表者としてＭＥＴＩの代行で幹事会合(Executive 

Committee)に参加し、ＣＣＴ関連の調査事業（会員から提案を募り、会

員相互の投票で調査項目を決定）に積極的に多数の案件を提案し採用さ
れ、またＩＡＥ／ＣＣＣが主催する学会等に積極的に参画して、ＮＥＤＯの活
動を広報すると共に情報収集に努めた。
得られたＣＣＴに関する報告書等は
ＮＥＤＯ内、政府機関等に
情報共有化すると共に、
ＮＥＤＯの研究開発計画の参考とした。

Executive Committee 2016年10月26・27日（London）



(1)-(b)②Global CCS Institute調査事業

41

Ｇｌｏｂａｌ ＣＣＳ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ調査事業（H27年度）

Ｇｌｏｂａｌ ＣＣＳ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ（ＧＣＣＳＩ）ではＣＣＳ技術の世界的な利用促
進を図ることを目的に種々の調査及び広報事業を展開している。参加
機関は約100機関で、内、政府関係は約10％、産業界が約60％、そ
の他研究機関、業界団体等で構成されている。

ＮＥＤＯは、我が国の代表者としてＭＥＴＩと共に特にＧＣＣＳＩ日本事
務所に調査項目の提案をして年間計画に盛込み、打合、勉強会及び
ＧＣＣＳＩ主催の学会を通して情報収集に努めた。得られたＣＣＳに関す
る報告書等はＮＥＤＯ内、政府機関等に情報共有化すると共に、ＮＥＤ
Ｏの研究開発計画の参考とした。



(2)クリーン・コール・テクノロジー事業化可能性調査

①石炭ガス化複合発電におけるCO2分離回収システム最適化に関する検討

②燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術適用性調査
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(2)-①石炭ガス化複合発電におけるCO2分離回収シス
テム最適化に関する検討事業概要
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ガス精製 シフト反応

ガ
ス
化
炉 空気

酸素

CO2 分離

ASU

空気

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

燃
焼
器

新設IGCC
ガスタービン温度
1,300℃
1,500℃
1,700℃

CO2分離回収
装置配置

ガス精製

シフト反応

ガ
ス
化
炉 空気

酸素

CO2 分離

ASU

空気

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

燃
焼
器

既設IGCC CO2分離回収
装置追設位置

ガスタービン温度
1,300℃
1,500℃
1,700℃

 送電端効率とコストから最適システムを検討する。

 大崎クールジェン（既設）向けのCO2分離回収最適システムの試設計を行う。

既設IGCCのCO2分離回収最適システム

(2)-①石炭ガス化複合発電におけるCO2分離回収シス
テム最適化に関する検討事業概要
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 酸素吹きIGCC用途の市場調査

(2)-①石炭ガス化複合発電におけるCO2分離回収シス
テム最適化に関する検討事業概要
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(2)-①石炭ガス化複合発電におけるCO2分離回収シス
テム最適化に関する検討事業概要（成果）

46

 ＩＧＣＣに設置するＣＯ２分離・回収装置の最適システム及びコストの検討、試設計検討
ケース及び検討条件を選定し、各ケースでの機器系統構成を定め、発電効率等を算
出し、併せて追設及び新設の代表ケースでの発電コストの比較を行った。Sourシフト
のシステムはSweetシフトのシステムと比較して、効率面で有利であるものの、発電コ
ストでは新設の場合は有利であるが、追設の場合は不利となった。また、商用システ
ムを想定した場合、系統の高圧化及びシフト蒸気の低減への対応が可能である物理
吸収が、化学吸収に比べて有利であることが判った。更に、1,300℃級ＩＧＣＣ実証試験
設備にてＣＯ２分離回収設備を追設する場合、回収率30%以下で対応不可能な制約は
無いことを確認した。また、ＣＯ２分離回収設備を発電プラントに適用した場合の課題
に、負荷追従性への適応があることを確認した。

 上述検討結果から、新設で熱効率追求を目的とする場合はSourシフト＋物理吸収が
適し、追設での最適化を目的とする場合はSweetシフト＋物理吸収が適すると判断し
た。ＣＯ２回収率は、プロセス評価に必要な規模やサイト敷地の効率的な活用等を勘
案し、回収率15%程度が適切と判断した。この選定に基づき、1,300℃級ＩＧＣＣ実証試
験設備へのＣＯ２分離回収設備の追設を想定した、Sweetシフト＋物理吸収システム、
ＣＯ２回収率15％程度のＣＯ２分離回収設備、および必要な既存ＩＧＣＣ設備の改造に関
し、主要設備仕様、プラント性能関連各データ、土木・建築緒元について試設計を行っ
た。

 ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証（ＯＣＧ第２段階）の設備設計に反映



(2)-①日本でのCO2分離回収型IGCC実証計画

H7～H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 ･･･

EAGLEプロジェクト

燃料電池対応型石炭ガス化複合発電最適化調査研究
＜NEDO環境部＞

石炭ガス化複合発電におけるCO2分離回収システム
最適化調査研究システム
＜NEDO環境部＞

石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業
（大崎クールジェンプロジェクト）
＜経産省＞

第１段階
酸素吹IGCC実証

第２段階
CO2分離・回収型IGCC実証

第３段階
CO2分離・回収型IGFC実証

実証
試験

設計・製作・据付

酸素吹IGCC
（150t/日）

化学吸収法 物理吸収法

FS調査

実証
試験

実証試験

設計・製作・据付

FS調査

設計・製作・据付

事業期間 （166MW、1,180ｔ/日）

本調査

・石炭使用量： 1,180 t/日
（EAGLEパイロットプラントの約8倍の規模）
・電気出力： 166 MW

・場所： 中国電力㈱大崎発電所
（広島県豊田郡大崎上島町）
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電
解
質

空
気
極

燃
料
極

湿式ガス精製ガス化炉
燃料電池
（SOFC)

石　炭

燃料電池用ガス精製技術の検討

燃料電池の有害不純物
許容濃度、被毒挙動の把握

精密ガス精製

微量成分除去技術の把握
石炭ガス化ガス中の
微量成分の把握

石炭ガス化ガス中にはどんな
微量成分が存在するのか？

微量成分を除去する
技術はあるのか？

微量成分を常時測定
する技術はあるのか？

燃料電池を被毒する物質
は？許容濃度は？

 Cool Earthエネルギー革新技術開発ロードマップにおいて、２０２５年頃の究極の高効率石炭火力
発電技術として、石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）が位置付けられている。

 石炭ガス中には、燃料電池の被毒成分が含まれており、石炭ガスを燃料電池に適用するために
は、多種類の微量成分を精密除去する必要がある。

 燃料電池の長期安定稼働の実現に向け、石炭ガス化ガス中の微量成分（被毒成分）を高度に除
去する技術を調査し、石炭ガスを模擬した燃料を用いた試験の検討を行う。

事業の必要性

事業内容

(2)-②燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術適用性
調査事業概要
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(2)-②燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術適用性
調査事業概要（成果）
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 ガス分析方法評価試験、多目的石炭ガス製造技術開発
(EAGLE)パイロット試験設備で生成される実際の石炭ガス化設
備後段のガス精製設備下流の精製ガスやCO2分離回収後の水
素リッチガス中の微量成分の測定、配管内面の付着物につい
て調査した結果、SOFC被毒成分が複数あることが分かった。

 本研究成果は、燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術適用
性に反映されている。

 燃料電池向け石炭ガスクリーンアップ技術要素研究



H24
(2012)

H25
(2013)

H26
(2014)

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

H30
(2018)

H31
(2019)

H32
(2020)

H33
(2021)

METI

大崎クールジェンプロジェクト
第１段階
酸素吹IGCC実証

第２段階
CO2分離・回収型IGCC実証

第３段階
CO2分離・回収型IGFC実証

NEDO
環境

IGFC向けガスクリーンアップ技術開発

SOFC燃料適用性試験

NEDO
新エネ 天然ガス用SOFC技術開発

実証設計・製作・据付

実証設計・製作・据付

実証設計・製作・据付

FS 模擬ガス試験

 NEDOの取り組みは大崎クールジェンプロジェクトの実証試験にて活用さ
れ、ＩＧＦＣの実現に繋がるものとなる。

要素研究

燃料電池開発

実ガス試験

(2)-②燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術適用性調
査事業概要（成果）
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３.事業規模と実施体制

年度
項目

～H23 H24 H25 H26 H27 合計

CCT推進事業 2,289 88 177 91 134 2,719 

（百万円）

①CCT調査事業

(1) 事業規模

(2) 実施体制

NEDO

実施者

委託

②国際会議調査事業

クリーン・コール・テクノロジー（CCT)推進事業

NEDO

（各種委員会に参加、情報収集）

IAE/CCC＆GCCSI委員会

51

（個別調査：メーカ、電力会社、シンクタンクetc.）

（全体取り纏め）



３.事業規模と実施体制

年度
項目

H26 H27 合計

CCT実用化可能性調査 202 75 277

（百万円）(1) 事業規模

(2) 実施体制
②燃料電池向け石炭ガスクリーン
ナップ技術適用性調査

NEDO

中国電電力(株) 電源開発㈱

技術動向及び市場調 システムのケーススタディ
及び試設計

委託

①石炭ガス化複合発電におけるCO2分
離回収システム最適化に関する検討

クリーン・コール・テクノロジー(CCT)実用化可能性調査

NEDO

委託

電源開発㈱
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ご清聴ありがとうございました。

http://www.nedo.go.jp/


